
第９号様式　その１ （表）

１　事業者の氏名等

２　報告する事業所等の全体の状況（2022年度の状況）

３　報告する全事業所における合計二酸化炭素排出量の状況

４　評価の対象とする事業所等の範囲

５　評価対象事業所等における直近５か年度の状況

６　再生可能エネルギーの利用事業所数及び割合

７　評価結果

（日本産業規格A列4番）

ランク

平均合計二酸化炭素
排 出 量 削 減 率

-1.4 %

59.05470

4,724.00 5,080.00

83,050.24 83,050.24

56.88123 61.16779

2021年度 2022年度

5,326.00

83,050.24

64.12985

t

㎡

kg-CO2/㎡

5,037.00

83,306.28

60.46362

4,981.00

84,345.53合 計 延 床 面 積

合 計 原 単 位

合計二酸化炭素排出量

29.82 %

平均合計原単位改善率 -1.48 %

再生可能エネルギー
利 用 事 業 所 数

17 事業所

■

地 球 温 暖 化 対 策 の
取 組 に 係 る 評 価 ―

評 価 対 象 事 業 所 等

2018年度 2019年度 2020年度

再生可能エネルギー
利 用 事 業 所 率

5,326 ｔ

義務提出事業所等 全事業所□

文京区長　　成澤　廣修

合計二酸化炭素排出量

0 kl
原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計0

条例第8条の23第1項
報 告 事 業 所 数

事業所

事 業 者 の 氏 名
(法人にあっては名称
及び代表者の氏名 )

事業所 2,733 kl
原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計

条例第8条の23第2項
報 告 事 業 所 数

57

地球温暖化対策報告書（その１）

文京区

事 業 者 番 号 A 0 8 5 9



（裏）

８　実績年度の目標達成の状況

９　提出年度の地球温暖化対策の目標

１０　地球温暖化対策のレベル

１１　事業者としての取組

１２　特記事項

（日本産業規格A列4番）

%

%

有 □ 無

合計二酸化炭素排出量削減率

合 計 原 単 位 改 善 率

再生可能エネルギー導入事業所率

そ の 他

50

1

1

実 績 年 度 の
目 標 達 成 の 状 況

□ 目標達成した。

特記事項に内容を記載

%

目 標 の 有 無 ■

新型コロナ感染拡大防止の目的で積極的に窓開けを行い外気取込量が増加したため、空調負荷が増大してしまったこ
とが要因で夏季、冬季のエネルギー使用量が増加した。

A108

A111 全従業員に温暖化対策情報の提供

A103 具体的な取組目標と内容の設定

組織横断的な推進体制の整備

A102 温暖化対策推進担当の配置

対策番号 対策名

A106 本社等による支店の支援 A101 地球温暖化対策の方針等の設定

組織体制の
整備の状況

重点対策 その他対策

対策番号 対策名

A110 外部専門家への相談依頼の実施

取組方針

文京区役所地球温暖化対策実行計画を基に、CO２排出量削減に向け取組みを実
施。2010年度～2013年度で71施設の省エネ診断、2014年度は20施設に省エネステッ
プアップ診断を実施した。エネルギー使用量削減に対する意識向上を図るためエネル
ギー使用量をグラフ化し省エネ実施に関するアドバイスを記載した資料を全施設に年2
回配布している。2015年度～2019年度はエネルギー使用量の多い7施設へ年3回訪問
し、省エネ及びCO2削減対策の指導を実施した。2021年度～2022年度は省エネ指導
を行った施設のうち5施設にフォローアップを実施。2023年度以降もフォローアップを順
次実施する予定。

重 点 対 策 の レ ベ ル 3



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 325.0

0.1

0.1

kWh

m3

22.1

0.4000

0.4890

325.0 0.2660

441.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 45,250.0 9.76 441.6 22.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

37.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 22

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 22

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 11

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

小石川２丁目１８－１８

0

1年未満

2

□■ 1年度分585.42 m2

9

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 65

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 礫川地域活動センター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,726.0

1.0

1.5

kWh

m3

66.2

0.4000

0.4890

3,726.0 0.2660

1,322.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 109,763.0 9.76 1,071.3 53.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

251.3 0.0136 12.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

5,583.4 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

53.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 66

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 68

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 34

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

小石川５－２７－７

0

1年未満

2

□■ 1年度分1,232.86 m2

2

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 05

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 久堅保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,688.0

1.0

1.5

kWh

m3

98.7

0.4000

0.4890

3,688.0 0.2660

1,970.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 191,746.0 9.76 1,871.4 93.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

99.5 0.0136 5.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

2,210.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

57.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 98

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 100

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 50

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

千石１－４－３

1

1年未満

2

□■ 1年度分1,694.84 m2

7

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 65

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 千石保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,773.0

0.7

1.1

kWh

m3

74.4

0.4000

0.4890

2,773.0 0.2660

1,485.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 142,351.0 9.76 1,389.3 69.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

95.8 0.0136 4.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

2,128.6 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

52.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 74

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 75

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 38

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

千石３－１５－１５

1

1年未満

2

□■ 1年度分1,402.69 m2

5

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 05

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 千石西保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 803.0

0.2

0.3

kWh

m3

56.1

0.4000

0.4890

803.0 0.2660

1,119.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 114,693.0 9.76 1,119.4 56.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

44.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 56

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 56

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 28

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

千石１－４－３

1

1年未満

2

□■ 1年度分1,267.79 m2

8

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 65

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大原地域活動センター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,780.0

0.7

1.1

kWh

m3

74.5

0.4000

0.4890

2,780.0 0.2660

1,490.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 81,488.0 9.76 795.3 39.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

694.9 0.0136 34.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

15,443.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

62.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 74

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 75

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 38

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

水道１－３－２６

0

1年未満

2

□■ 1年度分1,187.26 m2

7

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 05

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 水道保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 140.0

0.0

0.1

kWh

m3

7.0

0.4000

0.4890

140.0 0.2660

140.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 13,079.0 9.76 127.7 6.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

12.5 0.0136 0.6

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

277.4 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

21.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 7

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 7

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 3

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

大塚１－５－１７

1

1年未満

2

□■ 1年度分324.35 m2

9

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 05

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大塚地域活動センター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

20.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 30,756.0

8.2

12.3

kWh

m3

1,073.1

0.4000

0.4890

30,756.0 0.2660

21,458.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,324,239.0 9.76 12,924.6 647.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

8,533.6 0.0136 425.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

189,635.4 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

124.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,073

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

20

総　計（④=②+③） 1,093

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 553

4 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

大塚３－２９－２

1

1年未満

2

□■ 1年度分8,588.54 m2

7

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 75

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京スポーツセンター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 129.0

0.0

0.1

kWh

m3

7.5

0.4000

0.4890

129.0 0.2660

149.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 15,308.0 9.76 149.4 7.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

15.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 7

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 7

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 3

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

大塚４－１３－５

1

1年未満

2

□■ 1年度分439.28 m2

1

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 15

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 かるた記念大塚会館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,266.0

0.6

0.9

kWh

m3

66.1

0.4000

0.4890

2,266.0 0.2660

1,318.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 131,029.0 9.76 1,278.8 64.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

40.1 0.0136 2.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

891.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

57.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 66

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 67

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 34

5 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

大塚４－５０－１

1

1年未満

2

□■ 1年度分1,139.03 m2

2

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 15

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大塚福祉作業所

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D107 ボイラ等の空気比の調整 D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 375.0

0.1

0.2

kWh

m3

20.9

0.4000

0.4890

375.0 0.2660

417.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 42,730.0 9.76 417.0 20.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

40.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 20

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 20

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 10

5 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

大塚４－４９－２

1

1年未満

2

□■ 1年度分488.90 m2

2

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 65

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大塚公園(みどりの図書室含む)

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,609.0

0.7

1.0

kWh

m3

72.0

0.4000

0.4890

2,609.0 0.2660

1,439.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 92,250.0 9.76 900.4 45.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

539.0 0.0136 26.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

11,977.8 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

65.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 71

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 72

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 37

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

大塚６－２２－１９

1

1年未満

2

□■ 1年度分1,077.62 m2

3

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 15

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大塚保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,489.0

0.7

1.0

kWh

m3

59.4

0.4000

0.4890

2,489.0 0.2660

1,186.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 109,970.0 9.76 1,073.3 53.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

113.6 0.0136 5.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

2,523.9 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

52.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 59

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 60

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 30

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

目白台１－５－１

1

1年未満

2

□■ 1年度分1,130.42 m2

4

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 15

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 目白台保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 233.0

0.1

0.1

kWh

m3

20.0

0.4000

0.4890

233.0 0.2660

399.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 40,933.0 9.76 399.5 20.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

32.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 20

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 20

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 10

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

音羽１－２２－１４

1

1年未満

2

□■ 1年度分608.58 m2

5

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 75

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 音羽地域活動センター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,579.0

0.7

1.0

kWh

m3

61.5

0.4000

0.4890

2,579.0 0.2660

1,227.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 116,822.0 9.76 1,140.2 57.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

87.3 0.0136 4.4

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

1,940.1 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

52.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 61

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 62

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 31

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

向丘１－３－１１

2

1年未満

3

□■ 1年度分1,165.49 m2

9

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 15

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 向丘保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 766.0

0.2

0.3

kWh

m3

86.2

0.4000

0.4890

766.0 0.2660

1,723.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 117,551.0 9.76 1,147.3 57.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

575.8 0.0136 28.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

12,794.6 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

64.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 86

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 86

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 44

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

本郷４－８－３

3

1年未満

3

□■ 1年度分1,336.33 m2

0

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 25

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 男女平等センター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,283.0

0.9

1.3

kWh

m3

178.3

0.4000

0.4890

3,283.0 0.2660

3,559.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 364,698.0 9.76 3,559.5 178.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

32.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 178

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 180

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 91

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

本郷４－１５－１４

3

1年未満

3

□■ 1年度分5,513.36 m2

1

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 25

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区民センター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 665.0

0.2

0.3

kWh

m3

11.9

0.4000

0.4890

665.0 0.2660

238.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 18,509.0 9.76 180.6 9.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

57.6 0.0136 2.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

1,280.8 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

54.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 11

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 11

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 6

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

根津１－１５－１２

3

1年未満

3

□■ 1年度分203.24 m2

2

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 25

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 根津保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,867.0

0.6

1.1

kWh

m3

128.4

0.4000

0.4890

2,320.0 0.2660

2,561.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 262,490.0 9.76 2,561.9 128.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

51.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 128

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 129

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 66

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

根津２－２０－７

3

1年未満

3

□■ 1年度分2,477.04 m2

3

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 25

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 不忍通りふれあい館・根津地域活動センター・根津図書室

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C118 自動販売機の休日・夜間照明停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,103.0

0.8

1.2

kWh

m3

72.3

0.4000

0.4890

3,103.0 0.2660

1,443.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 126,086.0 9.76 1,230.6 61.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

213.1 0.0136 10.6

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

4,734.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

54.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 72

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 74

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 37

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

千駄木２－２７－８

2

1年未満

3

□■ 1年度分1,333.12 m2

4

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 25

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 しおみ保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,403.0

0.9

1.4

kWh

m3

66.3

0.4000

0.4890

3,403.0 0.2660

1,324.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 113,684.0 9.76 1,109.6 55.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

214.7 0.0136 10.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

4,770.4 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

52.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 66

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 68

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 34

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

本駒込３－１１－１４

2

1年未満

3

□■ 1年度分1,253.94 m2

5

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 25

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 本駒込南保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C118 自動販売機の休日・夜間照明停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,517.0

0.8

1.4

kWh

m3

185.2

0.4000

0.4890

3,117.0 0.2660

3,702.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 247,385.0 9.76 2,414.5 121.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

1,287.8 0.0136 64.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

28,618.8 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

71.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 185

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 187

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 95

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

本駒込３－２２－４

2

1年未満

3

□■ 1年度分2,604.78 m2

6

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 25

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 駒込地域活動センター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

A210 外部専門家への相談依頼の実施

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,895.0

1.0

1.6

kWh

m3

306.5

0.4000

0.4890

3,895.0 0.2660

6,128.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 401,595.0 9.76 3,919.6 196.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

2,208.9 0.0136 110.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

49,087.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

61.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 306

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 308

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 158

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

本駒込４－３５－１５

2

1年未満

3

□■ 1年度分4,949.61 m2

7

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 25

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 勤労福祉会館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

D107 ボイラ等の空気比の調整

C118 自動販売機の休日・夜間照明停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

A210 外部専門家への相談依頼の実施

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,918.0

0.8

1.2

kWh

m3

58.5

0.4000

0.4890

2,918.0 0.2660

1,168.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 102,900.0 9.76 1,004.3 50.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

163.9 0.0136 8.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

3,642.4 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

51.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 58

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 59

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 30

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

本駒込５－６３－２

2

1年未満

3

□■ 1年度分1,117.87 m2

8

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 25

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 本駒込保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 206.0

0.1

0.1

kWh

m3

11.7

0.4000

0.4890

206.0 0.2660

234.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 23,991.0 9.76 234.2 11.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

34.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 11

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 11

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 6

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

本駒込６－２－５

2

1年未満

3

□■ 1年度分317.28 m2

9

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 25

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 駕籠町会館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

D107 ボイラ等の空気比の調整

C118 自動販売機の休日・夜間照明停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,027.0

0.5

0.8

kWh

m3

107.7

0.4000

0.4890

2,027.0 0.2660

2,150.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 220,332.0 9.76 2,150.4 107.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

71.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 107

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 108

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 55

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

千駄木３－２－６

2

1年未満

3

□■ 1年度分1,503.14 m2

0

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 35

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 汐見地域活動センター・本郷図書館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 35.0

0.0

0.0

kWh

m3

0.2

0.4000

0.4890

35.0 0.2660

3.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 348.0 9.76 3.4 0.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 0

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 0

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

4 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

後楽１－６－２５

0

1年未満

2

□■ 1年度分23.18 m2

1

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 8 0 35

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区後楽公園運動場

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区小石川運動場

事 業 所 番 号 A 0 8 0 35

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

2

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

後楽１－８－２３

0

1年未満

2

□■ 1年度分1,004.45 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 52

4 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 102

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 103

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

101.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

1,711.0 45.00

□ L 0.0 36.70

77.0 0.0136 3.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

98.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 201,448.0 9.76 1,966.1 0.4890

1,329.0 0.2660

2,043.1

1,788.0

0.4

0.7

kWh

m3

102.3

0.4000

1.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京清掃事務所

事 業 所 番 号 A 0 8 0 35

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

3

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

後楽１－７－２９

0

1年未満

2

□■ 1年度分1,145.68 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 8

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 49

1 7 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 96

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 99

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

83.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

11,360.1 45.00

□ L 0.0 36.70

511.2 0.0136 25.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

71.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 145,774.0 9.76 1,422.8 0.4890

5,319.0 0.2660

1,934.0

5,319.0

1.4

2.1

kWh

m3

96.8

0.4000

3.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

■
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 小石川福祉作業所

事 業 所 番 号 A 0 8 0 35

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

4

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

小石川３－３０－６

0

1年未満

2

□■ 1年度分640.10 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 13

5 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 26

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 26

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

40.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

1,405.5 45.00

□ L 0.0 36.70

63.2 0.0136 3.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

23.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 48,632.0 9.76 474.6 0.4890

711.0 0.2660

537.9

711.0

0.2

0.3

kWh

m3

26.9

0.4000

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

■
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 播磨坂清掃事業所

事 業 所 番 号 A 0 8 0 35

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

5

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

小石川５－４０－２１

0

1年未満

2

□■ 1年度分2,716.72 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 8

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 63

1 7 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 122

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 124

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

44.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

5,280.8 45.00

□ L 0.0 36.70

237.6 0.0136 11.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

110.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 225,984.0 9.76 2,205.6 0.4890

3,283.0 0.2660

2,443.2

3,283.0

0.9

1.3

kWh

m3

122.4

0.4000

2.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

■
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A210 外部専門家への相談依頼の実施

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C121 屋内駐車場換気の不要時間の停止

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 さしがや保育園

事 業 所 番 号 A 0 8 0 35

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

6

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

白山２－３２－６

0

1年未満

2

□■ 1年度分922.36 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 27

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 53

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 54

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

57.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

3,095.2 45.00

□ L 0.0 36.70

139.3 0.0136 6.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

46.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 95,257.0 9.76 929.7 0.4890

2,785.0 0.2660

1,069.0

2,785.0

0.7

1.1

kWh

m3

53.5

0.4000

1.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

■
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 白山交流館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 35

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

7

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

白山４－２７－１１

0

1年未満

2

□■ 1年度分385.99 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 5

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 11

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 11

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

28.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

11.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 23,211.0 9.76 226.5 0.4890

115.0 0.2660

226.5

115.0

0.0

0.0

kWh

m3

11.4

0.4000

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C121 屋内駐車場換気の不要時間の停止

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区竹早テニスコート

事 業 所 番 号 A 0 8 0 35

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

9

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

小石川５－９－１

0

1年未満

2

□■ 1年度分88.23 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 14

4 6 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 27

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 27

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

306.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

44.5 45.00

□ L 0.0 36.70

2.0 0.0136 0.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

27.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 56,786.0 9.76 554.2 0.4890

684.0 0.2660

556.2

684.0

0.2

0.3

kWh

m3

27.9

0.4000

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 こひなた保育園

事 業 所 番 号 A 0 8 0 45

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0

6 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

小日向１－２１－１

0

1年未満

2

□■ 1年度分623.30 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 22

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 42

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 43

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

67.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

7,574.7 45.00

□ L 0.0 36.70

340.9 0.0136 17.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

25.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 52,529.0 9.76 512.7 0.4890

2,821.0 0.2660

853.5

2,821.0

0.8

1.1

kWh

m3

42.7

0.4000

1.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

■
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京江戸川橋体育館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 65

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

4

6 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

小日向１－７－４

0

1年未満

2

□■ 1年度分2,420.82 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 55

4 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 107

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 107

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

44.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

21,158.1 45.00

□ L 0.0 36.70

952.1 0.0136 47.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

60.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 122,937.0 9.76 1,199.9 0.4890

820.0 0.2660

2,152.0

820.0

0.2

0.3

kWh

m3

107.6

0.4000

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 アカデミー音羽

事 業 所 番 号 A 0 8 0 45

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

2

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

大塚５－４０－１５

1

1年未満

2

□■ 1年度分1,190.70 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 24

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 48

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 48

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

40.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

3.9 45.00

□ L 0.0 36.70

0.2 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

48.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 99,031.0 9.76 966.5 0.4890

707.0 0.2660

966.7

707.0

0.2

0.3

kWh

m3

48.4

0.4000

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検
設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 青柳保育園

事 業 所 番 号 A 0 8 0 75

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

9

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

関口３－２－５

1

1年未満

2

□■ 1年度分997.97 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 27

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 53

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 56

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

53.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

1,205.4 45.00

□ L 0.0 36.70

54.2 0.0136 2.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

51.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 104,688.0 9.76 1,021.8 0.4890

2,092.0 0.2660

1,076.0

6,863.0

0.6

2.7

kWh

m3

53.9

0.4000

3.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

■
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検
設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 総合福祉センター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 75

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0

6 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

小日向２－１６－１５

0

1年未満

2

□■ 1年度分7,829.17 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 71

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 138

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 139

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

17.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

29,924.7 45.00

□ L 0.0 36.70

1,346.6 0.0136 67.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

71.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 145,772.0 9.76 1,422.7 0.4890

2,496.0 0.2660

2,769.3

2,910.0

0.7

1.2

kWh

m3

138.4

0.4000

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 本郷保育園

事 業 所 番 号 A 0 8 0 45

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

6

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

本郷１－２８－１２

3

1年未満

3

□■ 1年度分621.53 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 20

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 39

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 40

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

62.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

3,772.9 45.00

□ L 0.0 36.70

169.8 0.0136 8.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

31.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 63,878.0 9.76 623.4 0.4890

2,235.0 0.2660

793.2

2,235.0

0.6

0.9

kWh

m3

39.7

0.4000

1.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 本郷給水所公苑

事 業 所 番 号 A 0 8 0 65

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

3

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

本郷２－７

3

1年未満

3

□■ 1年度分67.07 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

5 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 2

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 2

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

29.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

2.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 5,507.0 9.76 53.7 0.4890

637.0 0.2660

53.7

637.0

0.2

0.3

kWh

m3

2.7

0.4000

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京ふるさと歴史館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 45

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

8

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

本郷４－９－２９

3

1年未満

3

□■ 1年度分1,648.44 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 45

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 89

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 89

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

53.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

89.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 182,422.0 9.76 1,780.4 0.4890

328.0 0.2660

1,780.4

328.0

0.1

0.1

kWh

m3

89.2

0.4000

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京清掃事務所本郷支所

事 業 所 番 号 A 0 8 0 55

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

湯島４－１－１４

3

1年未満

2

□■ 1年度分813.05 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 8

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 61

1 7 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 119

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 122

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

146.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

36,019.5 45.00

□ L 0.0 36.70

1,620.9 0.0136 80.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

38.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 78,734.0 9.76 768.4 0.4890

5,805.0 0.2660

2,389.3

5,805.0

1.5

2.3

kWh

m3

119.3

0.4000

3.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

■
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D107 ボイラ等の空気比の調整 D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 アカデミー向丘

事 業 所 番 号 A 0 8 0 55

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

2

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

向丘１－２０－８

2

1年未満

3

□■ 1年度分1,135.21 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 36

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 69

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 69

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

60.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

41.6 45.00

□ L 0.0 36.70

1.9 0.0136 0.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

69.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 142,878.0 9.76 1,394.5 0.4890

1,029.0 0.2660

1,396.4

1,029.0

0.3

0.4

kWh

m3

70.0

0.4000

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

■
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 藍染保育園

事 業 所 番 号 A 0 8 0 55

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

3

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

根津２－３４－１５

3

1年未満

3

□■ 1年度分502.17 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 14

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 28

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 29

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

55.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

1,910.1 45.00

□ L 0.0 36.70

86.0 0.0136 4.3

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

24.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 49,762.0 9.76 485.7 0.4890

2,407.0 0.2660

571.6

2,407.0

0.6

1.0

kWh

m3

28.6

0.4000

1.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D107 ボイラ等の空気比の調整 D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 千駄木交流館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 55

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

4

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

千駄木３－４２－２０

2

1年未満

3

□■ 1年度分260.23 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 3

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 5

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 5

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

19.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

1.9 45.00

□ L 0.0 36.70

0.1 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

5.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 12,072.0 9.76 117.8 0.4890

74.0 0.2660

117.9

74.0

0.0

0.0

kWh

m3

5.9

0.4000

0.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 駒込保育園

事 業 所 番 号 A 0 8 0 55

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

5

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

千駄木３－１９－１７

2

1年未満

3

□■ 1年度分612.36 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 20

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 39

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 40

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

63.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

8,427.3 45.00

□ L 0.0 36.70

379.2 0.0136 18.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

20.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 42,710.0 9.76 416.8 0.4890

2,299.0 0.2660

796.1

2,299.0

0.6

0.9

kWh

m3

39.8

0.4000

1.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 保健サービスセンター本郷支所

事 業 所 番 号 A 0 8 0 55

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

7

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

千駄木５－２０－１８

2

1年未満

3

□■ 1年度分1,737.01 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 4

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 49

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 96

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 96

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

55.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

13,704.3 45.00

□ L 0.0 36.70

616.7 0.0136 30.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

65.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 133,790.0 9.76 1,305.8 0.4890

988.0 0.2660

1,922.5

988.0

0.3

0.4

kWh

m3

96.2

0.4000

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D107 ボイラ等の空気比の調整 D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 本駒込西保育園

事 業 所 番 号 A 0 8 0 55

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

8

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

本駒込２－９－１６

2

1年未満

3

□■ 1年度分636.65 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 18

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 36

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 37

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

56.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

6,084.1 45.00

□ L 0.0 36.70

273.8 0.0136 13.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

22.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 46,622.0 9.76 455.0 0.4890

1,692.0 0.2660

728.8

1,692.0

0.5

0.7

kWh

m3

36.5

0.4000

1.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区六義公園運動場

事 業 所 番 号 A 0 8 0 65

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

本駒込６－１６－１０

2

1年未満

3

□■ 1年度分245.10 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 2

4 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 4

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 4

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

16.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

4.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 8,312.0 9.76 81.1 0.4890

423.0 0.2660

81.1

423.0

0.1

0.2

kWh

m3

4.1

0.4000

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立目白台運動公園

事 業 所 番 号 A 0 8 0 65

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

目白台１－２０－２

1

1年未満

2

□■ 1年度分698.03 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 22

4 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 43

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 44

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

61.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

462.1 45.00

□ L 0.0 36.70

20.8 0.0136 1.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

42.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 87,729.0 9.76 856.2 0.4890

1,927.0 0.2660

877.0

1,927.0

0.5

0.8

kWh

m3

43.9

0.4000

1.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立森鴎外記念館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 65

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

5

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

千駄木１－２３－４

2

1年未満

3

□■ 1年度分1,360.41 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 66

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 129

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 129

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

94.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

129.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 264,684.0 9.76 2,583.3 0.4890

483.0 0.2660

2,583.3

483.0

0.1

0.2

kWh

m3

129.4

0.4000

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京総合体育館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 65

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

6

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

本郷７－１－２

3

1年未満

3

□■ 1年度分6,844.61 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 408

4 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 791

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

12

総　計（④=②+③） 803

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

115.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

99,625.4 45.00

□ L 0.0 36.70

4,483.1 0.0136 223.6

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

567.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,161,396.0 9.76 11,335.2 0.4890

18,927.0 0.2660

15,818.4

18,938.0

5.0

7.6

kWh

m3

791.5

0.4000

12.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 肥後細川庭園

事 業 所 番 号 A 0 8 0 75

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

目白台１－１

1

1年未満

2

□■ 1年度分497.07 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 8

5 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 16

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 16

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

32.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

16.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 32,853.0 9.76 320.6 0.4890

646.0 0.2660

320.6

646.0

0.2

0.3

kWh

m3

16.1

0.4000

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大塚北会館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 75

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

2

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

大塚６－１５－３

1

1年未満

2

□■ 1年度分238.43 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 3

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 7

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 7

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

29.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

7.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 14,759.0 9.76 144.0 0.4890

98.0 0.2660

144.0

98.0

0.0

0.0

kWh

m3

7.2

0.4000

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 本郷会館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 75

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

4

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

本郷２－２１－７

3

1年未満

3

□■ 1年度分109.42 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 2

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 5

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 5

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

45.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

5.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 11,146.4 9.76 108.8 0.4890

97.0 0.2660

108.8

97.0

0.0

0.0

kWh

m3

5.5

0.4000

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 動坂会館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 75

事 業 所 等 の 所 在 地

9

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

8

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

千駄木４－８－１４

2

1年未満

3

□■ 1年度分92.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 2

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 2

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

21.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

2.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 5,495.0 9.76 53.6 0.4890

46.0 0.2660

53.6

46.0

0.0

0.0

kWh

m3

2.7

0.4000

0.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無


